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令和５年３⽉31⽇
【未定稿】Q＆A（⾃然災害リスクへの対応に係る取組の強化について）

質 問

【全般】

1 本通知の⽬的は何か。

2 本通知に基づき何を⾏えばよいのか。

3 本通知を発出するに⾄った経緯いかん。

【１⾃然災害リスクの把握について】

4 通知内の「⾃然災害リスク」とは具体的に何を指しているのか。

5 通知内の「浸⽔想定区域」とは何か。

6 通知内の「ハザードマップ」とは何か。

7 ハザードマップはどこで⼊⼿できるのか。

8 通知内に「必要な情報提供や啓発等に努められたい」とあるが、具体的に何を⾏えばよいのか。

9
通知内の「営農指導や補助事業の実施等あらゆる機会を捉えて」と記載があるが、具体的にどのような場⾯を想
定しているのか。

10 通知内に「必要な情報提供や啓発等に努められたい」に活⽤できる資料はあるか。

11
通知内の「このため、市町村は、地域計画（⽬標地図）において、・・・ほか、新規就農者が⾃然災害リスクを
正しく認識できるよう必要な情報提供について特に留意されたい。」とあるが、具体的に何を⾏えばよいのか。

12 通知内に「研修等を通じて職員等の知⾒の蓄積に努められたい。」とあるが、具体的に何を⾏えばよいのか。

13 12の回答にある農⽔省主催の研修を受けてから本取組を開始すればよいか。

14
新たに農地や施設・機械等を取得しようとする農業者や新規就農者に対してのみ、⾃然災害リスクの情報提供を
⾏えばよいか。

15
農業者から「⾃然災害リスクが確認された農地等で安全に営農できるのか」などと問われた場合には、どう対応
すればよいのか。

16 農業者に⾃然災害リスクを情報提供することについて、関係者(情報提供者)として責任を持てない。

17 ⽇常業務（通常業務）に⽀障が出る。

18 ⾃然災害リスクが確認されない農地等については、本取組を実施しなくてよいか。

【２⾃然災害リスクを踏まえた取組について】

19 農業版BCP（事業継続計画書）とは何か。

20 通知内に「農業者への働きかけに努められたい」とあるが、具体的に何を⾏えばよいのか。

21 20の回答にある働きかけに活⽤できる資料はあるか。

22
通知内の「営農指導や補助事業の実施等あらゆる機会を捉えて」と記載があるが、具体的にどのような場⾯を想
定しているのか。

23 既に農業版BCPの策定を推進している場合でも、新たに取組を実施する必要があるのか。



令和５年３⽉31⽇
【未定稿】Q＆A（⾃然災害リスクへの対応に係る取組の強化について）

質 問 回 答

1 本通知の⽬的は何か。

 近年、⾃然災害が激甚化・頻発化し、農業分野においても⼤きな被害が発⽣していま
す。
 ⾃然災害による農業分野への被害を最⼩限にとどめるためには、農業者⾃⾝が⾃然災
害リスクを認識し、必要な対策を適切に講じることが重要となります。
 これまで農業版BCPの普及・推進などを通じて、⾃然災害リスクへの備えについて啓
発を⾏ってきたところですが、本通知による取組は、改めて農業版BCPの取組を再周知
するとともに、農業者に⾃然災害リスクを認識してもらえるよう、災害が発⽣する以前
の⽇常業務において、都道府県・市町村の担当部局、農業委員会、農地中間管理機構、
農協等（以下、「関係者」という。）が留意すべき事項（⾃然災害リスクへの対応に係
る取組の強化）をお⽰しするものです。

2
本通知に基づき何を⾏えば
よいのか。

 関係者の⽇常業務で農業者と接する場⾯において、①農業者が⾃然災害リスクを認識
してもらえるようハザードマップ等の情報提供を⾏っていただくとともに（通知内の
１．⾃然災害リスクの把握）、②⾃然災害リスクに対する備えを⼀層充実していただけ
るよう農業者への働きかけ（通知内の２．⾃然災害リスクを踏まえた取組について）を
⾏っていただくようお願いします。
 本通知は新たな取組を開始するものではなく、⾃然災害による被害を最⼩限にとどめ
るため、これまで実施されているリスク回避の取組を再点検いただきながら、不⾜分に
ついて強化を図っていただくものです。

3
本通知を発出するに⾄った
経緯いかん。

 全国の被災状況に関する現地調査やフォローアップを実施する中で、地域での⾃然災
害リスクの認識が⼗分でなかったり、誤認識（実際には起こり得ないといった誤った認
識）が⾒受けられました。
 このような⾃然災害リスクに関する認識を改善し、必要な備えを⾏えるよう本通知に
より留意事項をお⽰しするものです。

4
通知内の「⾃然災害リス
ク」とは具体的に何を指し
ているのか。

 ハザードマップポータルサイト（https://disaportal.gsi.go.jp）で公表されている洪
⽔、⼟砂災害、⾼潮、津波などを想定しています。その他、それぞれの地域で個別に確
認されているリスクが存在する場合は、それを追加いただくことも必要です。

5
通知内の「浸⽔想定区域」
とは何か。

（以下、国⼟交通省HPより抜粋）
 国⼟交通省及び都道府県では、洪⽔予報河川及び⽔位周知河川に指定した河川につい
て、洪⽔時の円滑かつ迅速な避難を確保し、⼜は浸⽔を防⽌することにより、⽔害によ
る被害の軽減を図るため、想定し得る最⼤規模の降⾬により当該河川が氾濫した場合に
浸⽔が想定される区域を洪⽔浸⽔想定区域として指定し、指定の区域及び浸⽔した場合
に想定される⽔深、浸⽔継続時間を洪⽔浸⽔想定区域図として公表しています。
https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/tisiki/syozaiti/

【全般】

【１⾃然災害リスクの把握について】
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【未定稿】Q＆A（⾃然災害リスクへの対応に係る取組の強化について）

質 問 回 答

6
通知内の「ハザードマッ
プ」とは何か。

（以下、国⼟交通省HPより抜粋）
 市町村では、浸⽔想定区域をその区域に含む市町村の⻑は、洪⽔浸⽔想定区域図に洪
⽔予報等の伝達⽅法、避難場所その他洪⽔時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために
必要な事項等を記載した洪⽔ハザードマップを作成し、印刷物の配布やインターネット
等により、住⺠の⽅々に周知しています。
https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/tisiki/syozaiti/

7
ハザードマップはどこで⼊
⼿できるのか。

 ハザードマップは市町村HP等で公表されており、これを参照することで確認できます
が、国⼟交通省が運営する「ハザードマップポータルサイト」を活⽤すると便利です。
 当ポータルサイトでは、⾃分が調べたい場所(農地等)を地図上で選択(クリック)する
ことで、当該場所の⾃然災害リスクを確認することができます。
ハザードマップポータルサイト：https://disaportal.gsi.go.jp/

8

通知内に「必要な情報提供
や啓発等に努められたい」
とあるが、具体的に何を⾏
えばよいのか。

 具体的な対応は、関係者の⽇常業務に応じて柔軟に考える必要はありますが、下記①
〜④を農業者に情報提供・啓発することを想定しています。

①営農開始を検討する農地や、ハウス、畜舎、機械等の導⼊を検討する場所において、
どのような災害リスクが想定されるのかについて、ハザードマップ等を使って確認する
こと
②既往最⼤の災害など、その地域で発⽣した過去の災害発⽣や被災の状況
③地域で取り組んでいる備えや防災対策
④その他、農業版BCPや保険・共済の紹介 など

9

通知内の「営農指導や補助
事業の実施等あらゆる機会
を捉えて」と記載がある
が、具体的にどのような場
⾯を想定しているのか。

 関係者の⽇常業務で農業者と接する場⾯を想定しており、例えば下記のような場⾯が
考えられます。特に、⼟地勘のない新規就農者や規模拡⼤等を考えている現役の農業者
が新たな農地での営農を検討している場⾯や、ハウス、畜舎、機械等の取得を検討して
いる場⾯はより重要なタイミングであると考えています。

・農地の斡旋、農地の権利調整等において農業者と接する場⾯
・新規就農⽀援等において新規就農者と接する場⾯
・国や⾃治体の補助事業の業務において農業者と接する場⾯（農業施設・機械・ハウス
の導⼊等）
・その他、各種相談対応などで農業者と接する場⾯ など

10

通知内に「必要な情報提供
や啓発等に努められたい」
に活⽤できる資料はある
か。

 農業者向けのチラシ（啓発資料）として末尾にひな形を添付していますので、参考に
してください。
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質 問 回 答

11

通知内の「このため、市町
村は、地域計画（⽬標地
図）において、・・・ほ
か、新規就農者が⾃然災害
リスクを正しく認識できる
よう必要な情報提供につい
て特に留意されたい。」と
あるが、具体的に何を⾏え
ばよいのか。

 新規就農者は多額の初期投資によって経営基盤が脆弱な場合があることや⼟地勘に乏
しい可能性等を踏まえ、新規就農者に対して、具体的な経営計画を樹⽴する前の段階(下
記)において、ハザードマップ等により⾃然災害リスクの情報提供を⾏っていただくとと
もに、当該リスクを踏まえた適切な助⾔等の対応をお願いします。
 なお、本通知による取組は、下記のそれぞれの段階において、⾃然災害リスクがゼロ
であることを絶対的な条件として検討を進めるものではなく、あらかじめ当事者が⾃然
災害リスクを認識し、必要に応じて事前の備えを進めてもらうことが重要となります。

・地域計画における新規就農者のためのエリア設定の段階（計画段階）
・農地の利⽤関係の調整段階
・機械・導⼊や栽培品⽬の選定などの検討段階

12

通知内に「研修等を通じて
職員等の知⾒の蓄積に努め
られたい。」とあるが、具
体的に何を⾏えばよいの
か。

 ⼀般的な研修の⽅法としては集合研修やOJTが想定されます。
 研修の内容としては、地域の⾃然災害リスクを把握するための⼿段としてハザード
マップ等を周知することや、７に⽰したハザードマップポータルサイトの操作⽅法・利
⽤⽅法の習得も考えられます。また、⽇常業務で農業者と接する場⾯を想定した実践的
な内容を研修プログラムとして組み込むことも考えられます。
 なお、農⽔省では、令和５年度において、関係者を対象としたWeb研修の開催を検討
中です。関係者のご要望等を確認しながら検討を進めていきます。

13
12の回答にある農⽔省主催
の研修を受けてから本取組
を開始すればよいか。

 農⽔省主催の研修は、実施時期や参集範囲を含めて、関係者の要望等も確認しながら
検討を進める予定です。本通知に基づく取組は、２に⽰したとおり、これまでの取組の
強化であるため、当該研修の開催を待たずに実施していただくようお願いします。

14

新たに農地や施設・機械等
を取得しようとする農業者
や新規就農者に対しての
み、⾃然災害リスクの情報
提供を⾏えばよいか。

 ９に⽰した場⾯は重要なタイミングであると考えていますが、これ以外の農業者と接
する場⾯においても、ハザードマップ確認等を⾏っていくことが望ましいです。

15

農業者から「⾃然災害リス
クが確認された農地等で安
全に営農できるのか」など
と問われた場合には、どう
対応すればよいのか。

 ハザードマップにおける⾃然災害リスクの有無にかかわらず、すべての農地等におい
て⾃然災害リスクが存在し得ることについて、まずは農業者に認識していただく必要が
あります。（リスクを情報提供する関係者がこの質問にYes、Noで回答することは不可
能です。）
 この前提のもと、農業者⾃らが必要に応じて⾃然災害リスクへの備えを進められるよ
う、農業版BCPの策定や、保険・共済の紹介、地域で取り組んでいる備えや防災対策等
について併せて情報提供いただくことが重要です。

16

農業者に⾃然災害リスクを
情報提供することについ
て、関係者(情報提供者)とし
て責任を持てない。

 最終的にどのような選択・判断をするのかは農業者本⼈となりますので、情報提供を
⾏った関係者が責任を取るものではありません。
 ただし、情報提供を⾏った際には、農業者が不安に思ったり、新たな相談事項が発⽣
することも想定されますので、農業版BCPの策定や、保険・共済の紹介、地域で取り組
んでいる備えや防災対策等について併せて情報提供するなどの対応をご検討ください。
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質 問 回 答

17
⽇常業務（通常業務）に⽀
障が出る。

 新たな農地での営農や施設・機械等の取得を考えている農業者や新規就農者が⾃然災
害リスクを認識せず、何の備えもないまま被害に遭うことは、⻑期的な視点から地域農
業にとっても望ましいことではありません。今後発⽣し得る⾃然災害リスクをあらかじ
め当事者と共有し、必要な備えを検討した上で営農いただくことが重要です。

18

⾃然災害リスクが確認され
ない農地等については、本
取組を実施しなくてよい
か。

 ハザードマップにおける⾃然災害リスクの有無にかかわらず、すべての農地等におい
ては⾃然災害リスクが存在し得ることについて、農業者に認識していただく必要があり
ます。ハザードマップにおいてリスクが表⽰されていない場合であっても、その地域全
域のリスク分布の状況を共有しつつ、農業者が⾃然災害リスクが⼀切ないと誤認するこ
とがないようご配慮をお願いします。

19
農業版BCP（事業継続計画
書）とは何か。

 「農業版BCP」とは、インフラや経営資源等について、被害を事前に想定し、被災後
の早期復旧・事業再開に向けた計画を定めるものであり、チェックリスト「事業継続
編」の項⽬毎に内容を記載することで簡便に「農業版BCP」の策定が可能となっていま
す。
 フォーマット等は下記URL（農⽔省HP）より⼊⼿可能です。
 https://www.maff.go.jp/j/keiei/maff_bcp.html

20

通知内に「農業者への働き
かけに努められたい」とあ
るが、具体的に何を⾏えば
よいのか。

 農業者が⾃然災害リスクへの備えを⼀層充実させられるよう、農業者に対して情報提
供やきっかけづくりをお願いします。
 例えば、農林⽔産省では、農業版BCP（事業継続計画書）やチェックリストのフォー
マットを作成していますので、これらを情報提供していただくことや、農業版BCPの策
定推進（きっかけづくり、策定・更新時の相談対応など）を⾏っていただくことが考え
られます。
 また、これまでも農業経営改善計画や⻘年等就農計画の計画認定時に農業版BCPを添
付することを農業者に促す対応としていますが、こうした取組の継続もお願いします。

21
20の回答にある働きかけに
活⽤できる資料はあるか。

 農業版BCPに関するパンフレットやチラシが下記URL（農⽔省HP）より⼊⼿可能です
のでご活⽤ください。
 https://www.maff.go.jp/j/keiei/maff_bcp.html

22

通知内の「営農指導や補助
事業の実施等あらゆる機会
を捉えて」と記載がある
が、具体的にどのような場
⾯を想定しているのか。

 ９に⽰すとおりです。

23

既に農業版BCPの策定を推
進している場合でも、新た
に取組を実施する必要があ
るのか。

 関係者からの聞き取りによると、農業版BCPの存在は認識しているものの、農業者へ
の策定推進までは実施していないとの声もあったところです。
 既に農業版BCP策定を推進している場合には継続していただくとともに、実効性を保
てるよう定期的なBCPの⾒直し⽀援等にご対応ください。

【２⾃然災害リスクを踏まえた取組について】



＊新たな農地を探している方！
＊農業機械の導入を検討している方！
＊ハウスで営農を始められる方！

○近年、自然災害が激甚化・頻発化する中、皆さんの農地、ハウス、畜
舎、機械等にも自然災害リスクが存在しています。

○市町村のハザードマップ、または「ハザードマップポータルサイト」を参
照して、洪水、土砂災害、高潮、津波など、どのようなリスクがあるの
かを確認してみましょう。

自然災害リスクは
皆さんの身近に存在しています！

災害が発生したときのこと
を考えてみましたか？

いよいよ、新規就農！

立地条件の良い農地が
見つけられそうだ！

河川から遠く離れている
し、農業機械が浸水す
ることはないと思う。

水田でハウス栽培に
チャレンジして、地域農
業に貢献したい！

お問い合わせ先： ○○○（TEL:○○○）

洪水、
土砂災害、
高潮、津波・・・

まずは、地域のハザードマップを確認してみましょう！

ハザードマップとは・・・
一般的に「自然災害による被害の軽減や
防災対策に使用する目的で、被災想定区
域や避難場所・避難経路などの防災関係
施設の位置などを表示した地図」とされて
います。

地域のハザードマップ
に適宜差し替え



ハザードマップを参照して
自然災害リスクを確認しましょう！

【ハザードマップ ポータルサイト(URL)】
https://disaportal.gsi.go.jp/index.html 

①

②

③

ハザードマップはどのように確認
すればよいですか？

市町村のHPで確認するか、「ハ
ザードマップポータルサイト」を利
用すると便利です。

「ハザードマップポータルサイト」の使い方

①自分が調べたい場所（農地等）の地
名や住所を入力して、地図を表示させ
ます。

②洪水、土砂災害などの災害種別（自然
災害リスク）を選択すると、地図上に表示
（着色）されます。

③さらに、地図上で、調べたい場所（農地等）を
クリックすると、ピンポイントでその場所のリスク
の詳細を表示することができます。

○洪水や土砂災害などの自然災害リスクを確認するためには、国土交
通省が運営する「ハザードマップポータルサイト」が便利です。

○HP上で、３ステップ（下記①～③）で自然災害リスクを確認できます。

お問い合わせ先： ○○○（TEL:○○○）




